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〔判例研究〕
高等裁判所がはじめて戸別訪問を禁
止している公選法138条1項は憲法
21条に違反すると判決した事例
（公選法違反被告事件，広島高裁松江支部昭54（う）11号，昭55・4・28判決，控訴棄却（上告）一審松江地裁出雲支部昭51（わ）42号ほか，昭54・1・24判決）
中　原 精　一
〔事　実〕
　昭和51年12月5日施行の衆議院議員総選挙に際し，島根県選挙区から立
候補した中林よし子に投票を得させる目的で，（1）被告人甲野ハルミは同月
3日ころ同選挙区の選挙人である出雲市○○町×X×の×番地島根松子方
ほか4戸を戸々に訪問し，同候補者のため投票を依頼し，②被告人乙山秋
子は，同月1日ころから同月4日ころまでの間選挙区の選挙人である同町
×××番地松江梅子方ほか，6戸を戸々に訪問し，同候補者のため投票を
依頼し，もってそれぞれ戸別訪問をした事実にもとづき，選挙運動におけ
る戸別訪問を禁止する公職選挙法138条1項に違反するとして起訴され
た。しかし，第1審の松江地方裁判所出雲支部は公職選挙法138条1項を
憲法21条1項違反であると判示して，無罪を言い渡したため，検察側は戸
別訪問禁止規定の合憲性は最高裁判所の裁判例が示すとおりであり，戸別
訪問を無制限のものとするときは必然的に被訪問者の側の基本的人権又は
社会的利益と衝突し，ひいては選挙の自由，公正，議会民主政治の健全性
にも影響を及ぼす結果を招くおそれがあり，この種の規制は公共の福祉の
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ため憲法上許された必要かつ合理的なものと解すべきであって，原判決に
は法令の解釈，適用の誤りがあり，これが判決に影響を及ぼすことは明ら
かである，として控訴した。
〔判　旨〕
　本件控訴を棄却する。その理由の要旨は次の通りである。
（1）戸別訪問禁止規定の合憲性については，昭和44年の大法廷判決から10
　年以上の時が経過していること及び表現の自由の重要性にかんがみて，
　その具体的な根拠について今一度検討が加えられて然るべきであると考
　える。
②（i）戸別訪問の禁止が表現内容自体の規制ではなく，表現の手段方法た
　　る行動の制限であること，そして戸別訪問による投票依頼あるいは政
　　策及び特定の候補者の宣伝のための表現行為は，少なくとも多数の国
　　民が行いうる方法の中では簡易かつ特段の経費を要さないものである
　　から，容易に他の方法により代替されうるものとは思われない。
　（ii）戸別訪問は，通常，それ自体何らの悪性を有するものではなく，そ
　　の行動がもたらす弊害が考えられるとしても，それは間接的なものと
　　いわざるを得ないのであるから，その規制が憲法上許されるとして
　　も，それは合理的でかつ必要やむを得ない限度においてのみ許される
　　と解するのが相当である。
（3）（i）戸別訪問に附随する弊害の具体的内容としては，①情実に左右され
　　る，②議員の品位を傷つける，③公事を私事化する，④投票買収等の
　　不正行為を助成する，⑤候補者に無限の競争を強いて，その煩に耐え
　　ない，⑥選挙人の生活の平穏を害する，⑦多額の経費がかかる，⑧当
　　選議員にとって不利である，などの論議がなされている。
　㈹　上記で論じられている弊害のうち②議員の品位を傷つける，③公事
　　を私事化する，⑤候補者に無限の競争を強いて，その煩に耐えない，
　　⑧当選議員にとって不利であるなどの点については，これらの防止を
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　目的として国民一般に対し表現の自由が制約される結果をもたらすよ
　うな立法をすることが許されないことは明白である。
（iii）①情実による投票については，もともと人間は感情の動物であって
　その選挙権の行使に際し感情的要素を全く払拭することは不可能であ
　り，国家がこれに干渉するにはおのずから限度があるのであるから，
　この弊害を防止するため戸別訪問をした者に対して刑罰を科し，ひい
　ては表現の自由を制約することはできない。
（iv）⑦多額の費用がかかる点については，公職選挙法は選挙の公平を期
　するため選挙運動に関するすべての収入及び支出並びに寄付について
　規制し，選挙運動に関する支出金額を制限しており，これを前提とす
　る以上，候補者にとって戸別訪問に経費がかかるとしても選挙の公正
　を守ることができると解される。
（v）④買収，利害誘導等選挙の自由公正を害する犯罪の温床となり易い
　という点については，例えば昭和54年に島根県下で行われた統一地方
　選挙において，戸別訪問を規制することによりこれを規制しなかった
　場合に比べて買収事犯が減少しているとか減少するであろうことを推
　認することはできない。また，昭和50年ないし53年版の各犯罪白書写
　及び最近の選挙違反事犯の動向についてと題する論文の写によれば最
　近の選挙で，戸別訪問を規制した結果，買収事犯の数がこの程度に止
　まっているか否かについては，窺い知ることはできない。さらに東京
　都品川区長候補者選定に関する条例に基づいて，昭和47年に行われた
　右区長候補者を選定するための区民投票においては，一般の選挙より
　も公正，明朗で質素に実施されたことを認めることができる。なお，
　昭和25年4月公職選挙法の制定に伴い戸別訪問禁止の例外規定として
　「公職の候補者が親族，平素親交の間柄にある知己その他密接な間柄
　にある者を訪問することはこの限りではない」，との条項が設けられ
　たところ昭和26年4月の地方選挙で脱法行為が著しかったけれども，
　これは「平素親交の間柄にある知己その他密接な間柄にある者」の範
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　　囲が不明確であったため，その公平な取締りをすることが困難とな
　　り，候補者にとっても戸別訪問すべき範囲に悩むという弊害が生じた
　　にすぎない。したがって，戸別訪問を禁1Lしなかった場合，不正行為
　　の温床となり易く，その機会を多からしめるということはできない。
　（vi）⑥被訪問者の生活の平穏を害するような戸別訪問は，時間的な制限
　　をおいたり，集団的な訪問を禁ずることなどによって容易にその弊害
　　を除くことができると考えられる。
　以上併せて考えてみても，戸別訪問の禁止が憲法上許される合理的でか
つ必要やむを得ない限度の規制であると考えることはできない。以上の次
第で戸別訪問を一律に禁止した公職選挙法138条1項の規定は憲法21条に
違反するというべきである。よって刑訴法396条により本件控訴を棄却す
る。
〔評　釈〕
　1．選挙運動の一つである戸別訪問を禁止する公職選挙法138条1項の
憲法訴訟は，昭和40年代に入って戸別訪問の全面禁止を違憲とする下級審
判決が数多く登場するようになった〔東地判昭42．　3．27，判時493・72④，
東地判昭42，4．25，判タ207・124⑧，妙寺簡裁判昭43．3．12，判時512・76◎，
松江地昭44．3．27，判タ234別冊28頁⑪，長野地裁佐久支部判昭44．4．18，
判タ234別冊28頁⑭。ちなみに40年代の地裁段階での合憲判決をみると，
東地判昭40．9，30，判時433・56⑭，東地判昭42．3．23，判タ207・121◎，札
幌地岩見沢支部判昭42．10．　23，判時505・77⑪及び79①，東地判昭47．3．3，
判タ276・281①などがある〕。しかし，そのほとんどは地方裁判所のレベル
であって，高等裁判所の段階では受け入れられるまでに至っていなかった
〔大高判昭43．9．25，判時538・87⑳，東高判昭43．11，27，東高刑時報19・11・
236⑲，東高判昭45．　2．25，判タ249・251⑭，東高判昭47．10，13，判タ289・
391⑪〕。50年代に入って地裁段階での違憲判断の傾向は一層強まっている
〔松山地判昭53．3．30，判時915・135⑪，松江地判昭54．1，24，判時923・141
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⑫，盛岡地判昭55．3．25，判時962・130⑨〕。50年代に入って特筆されるこ
とは，これまで地方裁判所のみであった違憲判断が，はじめて高等裁判所
段階でなされたことであった。本稿でとりあげた広島高等裁判所松江支
部の判決がそれである。同裁判所は，判断をするにあたって，最高裁判所
の大法廷で，この問題につき一番近い時期に判決がでたのは，昭和44年で
あり（日kJ44．4．23，ヲ『ll集23・4・235⑪），それ以来すでに10年を経過しており，しかも同判決は昭
和25年の最高裁判所判決儂ラb？i強謝に従っているにすぎないので，昭和
25年判決のいう戸別訪問禁止による「種々の弊害」の「その具体的な根拠
たついて今一度検討が加えられて然るべきである」，という判断にたって，
裁判所の見解を示したのである。
　2．　ところで，本判決がいう昭和25年最高裁判所判決が，戸別訪問禁止
の合憲性を判断したその基準とするところは，「選挙運動としての戸別訪
問には種々の弊害を伴うので……これを禁止している」のであって，「選
挙の公正を期するために戸別訪問を禁止した結果として，言論自由の制限
をもたらすことがあるとしても，憲法に違反するものということはできな
い」，と述べているにすぎない。したがって，この判決では戸別訪問には
種々の弊害が随伴するとしながら，それら弊害の内容については何も説明
をしていないのである。しかし，その後最高裁判所では小法廷で羅i列的で
はあるが，弊害の種類と内容について説示するものがでてきた。例えば
「公職選挙法が戸別訪問を禁止する所以のものは，およそ次の通りである
と考えられる。すなわち，一方において選挙人の居宅その他一般公衆の目
のとどかない場所で，選挙人と直接対面して行われる投票依頼等の行為
は，買収，利害誘導選挙の自由公正を害する犯罪の温床となり易く，他
方，選挙人にとっても，居宅や勤務先に頻繁に訪問を受けることは，私生
活の平穏も害せられることになるのであり，それのみならず，戸別訪問が
放任されれば，候補者が訪問回数を競うことになって，その煩に耐えられ
なくなるからである」儲識響1錨あ1），さらに「戸別訪問の禁止は，意見
表明そのものの制約を目的とするものではなく，意見表明の手段方法のも
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たらす弊害，すなわち，戸別訪問が買収，利害誘導等の温床になり易く選
挙人の生活の平穏を害するほか，これが放任されれば，候補者側も訪問回
数等を競う煩に耐えられなくなるうえに多額の出費を余儀なくされ，投票
も情実に支配され易くなるなどの弊害を防止し，もって選挙の自由と公正
を確保することを目的としている」と説示している僑載調認α15）。これ
ら二つの判決から，先の昭和25年大法廷判決にいう戸別訪問に伴う「種々
の弊害」とは，次のように整理されていることになる。すなわち，選挙運
動において戸別訪問を全面的に認めることは，①買収，利害誘導等選挙に
おける不正行為の温床となる，②選挙人の日常生活の平穏を害する，③候
補者や運動員の訪問回数の競争による煩わしさが生じる，④出費がかさ
む，⑤訪問をうけた選挙人が義理人情にうったえられて，情実投票になり
易い，などである。下級審における合憲論の場合にも，ほぼこれらの弊害
論が判決の骨格をなしているといえる。さらに判例に現われていない弊害
論として，戸別訪問を許すことは，次期選挙の立候補予定者が，現議員の
地盤をあらすことになるという，当選議員不利論というのがある。この論
議は選挙制度審議会において，議員選出の特別委員の最も強く主張すると
ころであったとされている。
　3．40年代の地裁における違憲判決では，戸別訪問における「種々の弊
害」については，これらが戸別訪問に本質的なものではないことから，概
括的にそれらの理由による禁止の妥当性を否定しているにすぎず，弊害論
の内容についての論争はあまりみられない。この時期の違憲論の中心は，
戸別訪問の全面禁止が，言論の自由の保障における「明白かつ現在の危
険原則」に照らして，その限度を超えている限りでは憲法21条表現の自由に
反するというものである。つまり「個々の戸別訪問につき，その戸別訪問
の際の主観的，客観的諸事情を個別に観察して，その戸別訪問により前記
のような重大な害悪を発生せしめる明白にして現在の危険があると認めう
るときに限り，初めて合憲的に適用しうるにすぎない，と解すべきである」
倦例）。しかし，「このように合憲的な適用と違憲的な適用に分け，限定解
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釈することによって戸別訪問罪の規定を救済した場合は，その限定解釈は
法文に明示的にそのことが現出するわけではないから，人は右規定を広く
読み，本来憲法的に許容されている戸別訪問をも自ら控えるにいたる明ら
かな可能性や，行政機関・捜査機関によって限定解釈の範囲を超えて違憲
・的に適用される明らかな可能性を蔵する右規定をそのまま持続させるとい
う糸課になる」（募騰捌瀦曾罎鷺羅臓辮艦謡凱、畳・）。かく
して，50年代の下級審違憲判決ではf明白性の原則」によって事例の検討
をすることはなく，法規そのものが総体として言論の自由の制限に反する
ものと判断し，戸別訪問の禁止が憲法上許される合理的でかつ必要やむを
得ない限度の規制にあたるかどうかを憲法判断の基準としている倦例）。本
判決もこれに倣っている。そして，本判決では，公職選挙法が戸別訪問を
禁止した目的は戸別訪問の方法・手段において，主として選挙の自由公正
に対する「種々の弊害」を防止するためであることに疑いがないところか
ら，戸別訪問の禁止と弊害の防止とが合理的な関連性を有するか否かの判
断に焦点を定めて説示している。
　4．　（1順項論　戸別訪問を自由化することで立候補者や運動員がその煩
に耐えなくなるという煩項論について本判決は，議員の品位を傷つけると
か公事の私事化とか当選議員に不利になるなどの弊害論とともに，一括し
て表現の自由を制限するほどの理由になり得ないと一蹴している（（3＞（ii））。
「煩項だと思うものはしなければよい」倦例）などの明快な見解もあるが，
煩項論が候補者やその選挙運動員のみが戸別訪問を行うという観点に立脚
しているので，これを候補者や選挙運動員のみではなく，国民一人一人が
選挙運動を行うことを期待すれば，煩墳論は本質的に選挙運動観をあやま
っていることになる倦例）。
　（2情実論　情実論については，弊害論のなかでも特に日本人の国民性か
ら義理人情による情実選挙になりやすいことから，最も強く主張される理
由の一つとなっている（欝幾灘あ康動灘難巖（雛叢鋤。違憲論を主張する判
決でも，他の弊害論はいずれも根拠がないが，わずかに義理人情論がその
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根拠となりうるとしながら，やはり「義理人情論は戸別訪問にのみ随伴す
るものではない。地方自治法で定める直接請求のための署名集めなどは戸
別訪問は許される。しかも，義理人情の混入するおそれがあるという点は
彼此異るところはない。しかも尚，右直接請求の場合，戸別訪問は不可欠
の手段なのである。然るに尚，右義理人情論を以て戸別訪問ないし法廷外
文書頒布につきこれを処罰しうるであろうか」と反問している倦例）。本判
決では，誰でもが持つ感情的要素としての人情にまで国家権力が干渉する
必要はないのではないか，と主張する（（3）㈹）。それは「あくまで本人の意
向の問題」（吉田善明「政治的自由」体系憲法判例研究皿319頁）である。
　（3）多額経費論　戸別訪問のために立候補者が多数の運動員を動員するた
めに多額の経費を要する点については，「対価を支払わなければ，自己の
ための選挙運動の担い手を獲得できないところの，ある種の政治家にのみ
特有な議論でしかない」（奥平康弘「言論の自由と司法審査一戸別訪問禁止規定をめぐって一」基本的人権4．各論1，293頁）という強い意
見もあるが，本判決では選挙運動資金の規制が行われていることで選挙の
公正を守ることができる，と解している（（3｝㈹）。けれどもこれだけの理由
だけでは選挙の実態からみて十分説得力があるようには見えない（鵡♀纏
犠論郵響雛縮δ）。むしろ，「経済的弱者にとっては規制の多い選挙運動
のうち，最も費用がかからない選挙運動の方法である」偏監7鋤，と理解
すべきであろう。
　（4）不正行為温床論　戸別訪問によって，一般公衆の目の届かない場所
で，投票依頼のための買収，利害誘導等が行われ，選挙の自由公正を害す
る犯罪の温床となり易いという主張に対しては，違憲論がこれが戸別訪問
に随伴するものではないとしながらも，不正行為の有無の判定が困難なこ
とから，ほぼ抽象論的に戸別訪問との関連づけを否定してきたのに対し
て，本判決では特に東京都品川区長候補者選定に関する条例，いわゆる準
公選制による選挙が戸別訪問の禁止等の規制を外して選挙運動を行ったに
もかかわらず，公正・明朗かつ質素な選挙が行われた事例などを参考例に
あげて，弊害論に合理性のないことを立証した（（3）（v））僥型蓼騒鹸鴬奮露鑑
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響熱鷲欝疵騰盤犠奮蜂タli｝繕雛に）。
　（5）生活阻害論　本判決は戸別訪問が被訪問者の生活の平穏を害するかど
うかについては，時と方法を選ばなければ，この実害の生じることが認め
られるが，「時間的な制限を置いたり，集団的な訪問を禁ずることなどに
よって容易にその弊害を除くことができる」（（3Xvi））としている。しかし
この主張は，「より妥当な立法政策を目指して解決策を模索する中での一
試論にすぎないばかりでなく，脱法行為や被訪問者側の迷惑を確実に防止
し得るような制限を設けることは立法技術的にも不可能に近いと思われ
る」（判例⑪の上告趣旨）という方に説得力がある。本判決は全体に弊害の程度を問題
としその解決策を提案している（経費論も同様）ところに合憲論の反論を
うける難点がみられる。むしろ，「被訪問者は戸別訪問によって，これま
で知らなかった事実を知らされたり，訪問者の政治的意見と交流する中
で，より多くの判断材料を入手できるのであって，戸別訪問を受けること
により，迷惑を感じているどころか，かえって有益なものと考えているの
である」倦例）という見解の方が戸別訪問の本質をとらえた説明でもあり，
妥当な評価ということができよう。
　5．　この裁判の上告審で最高裁判所第二小法廷は，「それらの弊害を総
体としてみるときには，戸別訪問を一律に禁止することと禁止目的との間
に合理的な関連性がある」とし，「禁止により得られる利益は，戸別訪問
という手段方法のもたらす弊害を防止することによる選挙の自由と公正の
確保であるから，得られる利益は失われる利益に比してはるかに大きいと
いうことができる」，と説示して倦例）本判決の違憲判断をしりぞけた。
こζで「失われる利益」とは，昭和25年判決のいう「言論の自由」のこと
を指しているものと思料できるが，学説でも，このような比較衡量的公益
論による戸別訪問禁止の合憲説は強く主張されている備尉曙譲縮灘雛解
薯麟座蕩翻魁）。しかし，これには戸別訪問と不正行為との関連性を当然
のこととして，戸別訪問の放任によって派生する選挙の公正を害する実態
を過大評価することを前提としているところに誤りがある傷駐g豊）。
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　戸別訪問の禁止は，以上のことから主として弊害論という一見同じ土俵
にあがって，多くの理由をあげながら，論争が展開されているようにみえ
る。しかしよく考えてみると，実は同じ土俵上にいるようではないよう
に思う。その理由は合憲論の主張の根底に次のような事情があることによ
るからである。たとえば昭和43年の大阪高裁合憲判決は，「本来，戸別訪
問は，行為の性質自体としては，格別違法性を有するものでも，また買
収，利害誘導等の不正行為とは性質上の因果関係を有するものでもなく，
かえって選挙運動の方法としては最も自然なものといえるかもしれない」，
と理解を示しながら，しかし，と続けて「戸別訪問が許されるためには，
法と秩序を尊重する真の意味の民主主義の基本理念が候補者ならびに選挙
人一般に一段と浸透し，選挙運動として戸別訪問を行なっても買収その他
の不正行為が誘発されるおそれがなく，投票の自由意思も制約されるおそ
れもないとされる程度の水準に達することがまず要請されるのであって，
我が国社会の現段階にあっては催薯），戸別訪問を禁止する実質的な必要性
があるものといわなければならない」儲例）。また，昭和56年7月の最高裁
合憲判決の中で伊藤正巳裁判官の補足意見でも「周知のように，欧米の議
会制民主主義国にあっては，戸別訪問は禁止されていないのみではなく，
むしろそれは，候補者と選挙人が直接に接触し，候補者はその政策を伝
え，選挙人も候補者の識見，人物などを直接に知りうる機会を与えるもの
として最も有効適切な選挙運動としての戸別訪問が種々の長所をもつこと
は否定することができないし，また選挙という主権者である国民の直接の
政治参加の場において，政治的意見を表示し伝達する有効な手段である戸
別訪問を禁止することが，憲法の保障する表現の自由にとって重大な制約
として，それが違憲となるのではないかという問題を生ずるのも当然とい
えよう」，と理解を示しながら，「わが国の国民の政治意識がいまなお高く
ない僅薯）ことから，実際には，政策や識見よりも，義理や人情に訴える
こととなり，投票が情実に流されるおそれのあることもまた否定できな
い」，という意見にみられるように，合憲性の主張の背景に，明治憲法時
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代以来のわが国知識層及び権力側のいわゆる愚民観思想が「わが国社会の
現段階にあっては」とか，「国民の政治意識がいまなお高くない」という
表現の中にかくされていないだろうか。
　6．選挙運動としての戸別訪問の全面禁止の制度は，大正14年に普通選
挙制度となり，このための衆議院議員選挙法（大IE14年5月5日，法律47号）によって定めら
れたのが始まりであった。この選挙法（通常，普選法と呼ぶ）は一方で男子のみではあ
るが，25歳以上の者に選挙権を与え，選挙の民主化を一歩すすめた。しか
し，同時に他方で選挙運動については広範かつ厳しい制限が設けられ，戸
別訪問についても，同法98条で「何人ト難投票ヲ得シメ若ハ得シメサルノ
目的ヲ以テ戸別訪問ヲ為スコトヲ得ス　何人ト難前項ノ目的ヲ以テ連続シ
テ個々ノ選挙人二対シ又ハ電話二依リ選挙運動ヲ為スコトヲ得ス」，と定
めた。その立法理由は「……戸別訪問ハ各種ノ選挙運動中最モ有効ナモノ」
としながら，情実選挙，投票買収等ノ不正行為など選挙の公正を害する弊
害を助成するからということにあった儲験焉臥翻雛轟煽臓梶醤）。このよ
うな制限の背景には，選挙制度というものは，上から与えられたものであ
るという公権的な選挙観とこのような選挙観と表裏をなす民衆蔑視観，愚
民観があった催麗譜掲）。明治憲法下の選挙制度は，このような愚民思想に
よる制限に加えて，治安維持の改正による思想取締りの強化とセットされ
て，硬直化・形骸化が促進されたのである僅欝雛圭舗驕箋轟礁酌麗箸
翠藝矢羅妻離）。
　現憲法のもとでも，選挙法に戸別訪問の禁止は引きつがれたのである
が，昭和25年に公職選挙法の制定の際に候補者自身の親族，平素親交の間
柄にあ萢知己を訪問することを但書的に規定したとき，この規定に籍口し
て一面識もない候補者が戸別訪問をするなど予期しなかった事態が起った
ことを理由に，昭和27年に削除された。このことをとらえて，低い政治的
意識のため弊害の生じた理由とする場合もある倦例）。しかしこれは本判決
でもとりあげているように，選挙法の定めた許される戸別訪問の範囲の不
明確から生じた事態であって，このような部分禁止の欠点が，一段と戸別
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訪問禁止の有用性を証明したのではなく，かえって戸別訪問禁止が公正な
選挙を実践するに有害な制限であることを立証した例になったのである。
　伊藤裁判官は先述の補足意見のなかで，結局戸別訪問を禁止するかどう
かは選挙運動のルールを作り出す国会の裁量によるとするが，このように
選挙運動のルール作りをする国会が，もし伊藤裁判官と同様に「わが国の
国民の政治意識がいまなお高くない」という認識をもってルール作りをす
るとすれば，もはや戸別訪問禁止を解除する手だては全く失われることに
なり，下級審判決が精力的に戸別訪問禁止の不当性を指摘してみても，あ
まりみのりのない議論に終ることとなろう。選挙運動は，送り手側つまり
候補者及びその運動員からのみ評価されるべきものではなく，むしろ受け
手の側つまり国民一般の側からの評価がより重要であることは，先に弊害
論のところで評価したところであるが，送り手側つまり国民からみた場
合，国民は立候補者の意向をうけて個人的つながりのもとに選挙運動をす
るとはかぎらない。自分の政治的信念にもとずき，あるいは所属している
政治団体のために自主的選挙運動をすることの方が基本と考えられるので
ある僑番蟹両騨の）。そしてそのことがまさに民主政治の基本であり，戸別
訪問を禁止していない諸外国の例に倣うことになる（諸外国の例について越路，前掲116頁以下）。
　7．　本判決は冒頭で紹介したように，戸別訪問の禁止が憲法21条に違反
するとした，高等裁判所段階での最初の判決として重要な判決である。本
判決で重要な点は戸別訪問禁止についての把え方と戸別訪問禁止が弊害防
止と合理的な関連性を有するか否かについての判断の仕方にある。
　厳格な違憲論が，戸別訪問それ自体の性質により，戸別訪問禁止の総体
としての不当性を主張し，その結果として，すべての弊害論を戸別訪問に
附随する問題としては一律に排除しようとする見解であるのに対して，本
判決は戸別訪問の禁止が表現内容自体の規制ではなく，表現の手段方法た
る行動の制限であることから，その制限は合理的でかつ必要やむを得ない
限度であれば許されるとしていることである。このような前提にたって，
本判決は戸別訪問と弊害防止との関連を論じているのであるが，すでにみ
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てきたように，煩項論と情実論においては明快に合理的関連性がないとし
りぞけているが，経費論，不正行為温床論及び迷惑論においては，関連性
が全くないわけではないにしても合理的な関連性を有すると考えることは
できないとした。本判決のこのような見解では弊害論を戸別訪問から引き
はなすことは困難であるから，かえって本判決には戸別訪問禁止につい
て，相対的合憲論を引き出す余地が残されているといえる。
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